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〔申し入れの趣旨〕

田畑,山林原野等の合意書について,清算条項と解釈される可能性のある

条項を削除する修正をするとともに,既に合意書を提出している被害者に対

しては,上記条項を削除した合意書と差し替えることを申し入れます。

〔申し入れの理由〕

1 当弁護団が依頼者から入手した情報及び平成26年12月26日の毎日

新聞及び福島民友の報道によりますと,貴社は,平成26年9月以降,山

林・原野・立木等の財物損害のいわゆる本賠償(直接請求)の手続におい

て被害者に提出を求める「合意書」に,

「・・・各お支払い明細書記載の宅地・田畑以外の士地および立木にかかる賠

償金については,今回の算定額で合意するため,今後当該資産については,

平成27年1月7日

再度ご請求できないこと,賠償金額は変更できないこと,および本賠償以

す。」(下線は引用者)

との条項(以下「本件条項」といいます。)を入れており,田畑の財物損害

においても平成26年9月以降,同様の条項を入れているとのことです。

2 本件条項は,いわゆる清算条項や取下げ合意条項として,当該合意書で合

意した金額以上の金額を再度ADRや訴訟で請求できない効果や,既にAD

Rや訴訟で請求していた場合には,当該請求を取り下げる合意をした効果を

外ですでに請求中の場合にはこれを取り下げることについて合意しま
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生じる可能性があります。

3 貴社は,平成23年9月の賠償開始当初,合意書見本に「なお,上記金額

の受領以降は,結果通知書記載の各金額及び本合意書記載の各金額につい

て,一切の異議・追加の請求を申し立てることはありません」との条項を入

れて,各方面から強く批判され,当該条項を合意書から削除した経緯があり

ます。

以降,貴社は,上記のようないわゆる清算条項を合意書に入れることはな

い旨を表明してきました。例えば,平成25年10月1日の原子力損害賠償

紛争審査会で,小川・貴社福島原子力補償相談室長は,財物損害の合意書に

清算条項を入れているかという趣旨の能見・審査会長の質問に対し,

「私どもの賠償を始めた当初にそういった文言を合意書の用紙に入れてい

た時期がございまして,かなりおしかりを頂いたところもございます。現

在の財物賠償の合意書におきましては,そのような文言は入れておりませ

ん。」

と答弁しています。

4 しかるに今回,貴社が田畑や山林原野等の合意書に本件条項を突然に入れ

てきたことは,これまでの姿勢を翻すものであり,被害者に対する背信的な

行為です。当弁護団の依頼者でも,これまで合意書に清算条項はなかったこ

とから,そのような条項はないだろうと考え,本件条項に気付くこともなく,

既に合意書に署名押印して貴社に提出してしまっている方がたくさんいら

つしゃいます。

5 上記毎日新聞報道によりますと,貴社広報部は,本件条項を挿入したのは

「同一の士地で,田畑の賠償請求と山林の賠償請求が二重に行われないよう

にするためだった」と説明したとのことです。

しかし,そのような目的なのであれぱ,《今後,当該資産については,別

の種類の不動産としての請求はできないことに合意します》といった文言に

なるはずであり,貴社の説明には疑義があります。

6 上記毎日新聞報道及び福島民友報道によれば,貴社は,合意書の本件条項

を修正することを表明しているとのことです。

7 つきましては,当弁護団は,貴社に対し,清算条項と解釈される可能性の

ある本件条項を合意書に入れたことに抗議するとともに,速やかに次の対応

をすることを申し入れます。

①田畑,山林原野等の合意書から本件条項を削除する修正をすること

②既に本件条項を含む合意書を提出している被害者に対しては,本件条項
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を削除した合意書と差し替える(本件条項を含む合意書は被害者に返却し,

新たに本件条項を削除した合意書の提出を受ける)こと

6 本書到達後2週間以内に,頭書記載の連絡先宛に,かかる申し入れに対

する貴社の見解を書面にてご送付ください。

以上
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